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1.　はじめに

イギリスにおいてワークフェアと同様の発想に基づく政策は古くから実施されており、またアメリカとの間の政策移転にも長い歴史がある。だが政策の参照国はアメリカに限られるわけではなく、移転過程も二国間における単線的なものではなく多国間に渡る複線的なものである。そこで本報告では、「ワークフェア」の発祥国であり主導国でもあるアメリカに注目し、アメリカからイギリスに「ワークフェア」という語が普及し政策移転が行われるなかでどのように変容してきたのかを概観する。
本報告は第一に、イギリスにおける「ワークフェア」言説が開始された時期と文脈を特定する。第二に、サッチャー政権下でイギリスにアメリカのワークフェア政策が移転されたことを明らかにする。結びにかえて、ブレア政権のもとで実施されているウェルフェア・トゥー・ワークとワークフェアを比較する際に留意しなければならない点を政策移転と関連させて述べる。
2.　イギリスにおける「ワークフェア」言説の開始
「ワークフェア（Workfare）」という語は、1968年にアメリカ南部ミシシッピー州の公民権運動指導者チャールズ・エヴァーズによって、雇用の確保を通して貧困や福祉（公的扶助）からの脱却が目指されるなかで考案された（小林2007）。だが同語が社会的インパクトを持つようになったのは、1969年8月にニクソン大統領によって抜本的な福祉改革案（Family Assistance Plan: FAP）が提起されたスピーチにおいてであった。FAPが提起された背景には、公民権運動とそれに付随する福祉権運動の進展によって公的扶助受給者数の激増という問題があり、潜在的な公的扶助受給者であるワーキング・プアへの支援が課題となっていた。そのためFAPでは、雇用可能であるが職に就いていない貧困層に加えて、既に就労しているワーキング・プアにまで公的扶助の範囲を拡張することが試みられた。他方で雇用可能な受給者や給付金を受給するワーキング・プアの就労インセンティブを保つために、「負の所得税（Negative Income Tax: NIT）」的な仕組みが構想されていた
。
他方イギリスでは、1960年代後半からの低賃金層への所得税や保険料の引き上げにより、公的扶助水準を下回る就労世帯が増加していた。なかでも家族手当の水準が低位なものであったため有子ワーキング・プアへの支援が課題となるなかで、1970年に「家族所得補足（Family Income Supplement: FIS）」が創設された。FISは、フルタイム労働者が一人以上の子どもを持ちその世帯の総所得が定められた基準額を下回る場合に、その差額の半額を一年間にわたって支給するものであった。すなわちFISは、公的扶助に相当する補足給付（Supplementary Benefit）の対象から外されていたワーキング・プアを支援する点で補足給付を補完する制度であり、第一子をも対象とする点で第二子以降を対象にしていた既存の家族手当を修正するものであった。
1976年にはニューヨーク大学のStein教授（経済学）によって、FISとFAPの共通点として「負の所得税（Negative Income Tax: NIT）」的な就労インセンティブ効果が指摘されるなかで、「ワークフェア」は用いられた（Stein 1976: 46）。ワークフェア自体の説明は公的扶助受給者に対して受給条件として就労や訓練を要請するものとしてニューヨークを例に簡単に説明された（Stein 1976: 4-5）。Steinは1972年から1973年にイギリスに渡り調査を行うなかで、FISとFAPの異同についてもイギリス人の学者やソーシャル・ワーカーや官僚と議論していた。そのためイギリスで「ワークフェア」という語が用いられ始めたのは、ニクソンによる1969年のスピーチからFISが創設される1970年前後にかけての時期であり、有子ワーキング・プアへの所得保障を模索するという文脈であったと考えられる。すなわち、同時期のアメリカとイギリスにおいてワーキング・プアへの支援が課題となり、公的扶助政策を通して解決が目指されたのであった。
3.　サッチャー政権下の政策移転――ワークフェア・レポートの分析をもとに
本章では、第一に、サッチャー政権下で1987年以前に実施されていた就労斡旋・訓練プログラムを概観し、それらは強制的な要素が弱かったことを確認する。第二に、ワークフェア・レポートを分析することで、政策決定者が失業問題に対してワークフェアの強制力が有効であると認識していたことを明らかにする。第三に、1988年以降の雇用政策・福祉政策を概観することで、強制的なワークフェアが実施されたことを示す。第四に、1987年以前と1988年以降の失業対策の政策目標の変化を指摘し、ワークフェア政策が移転される過程でより強制的なものへ変容したことを結論付ける。
3-1.　初期ワークフェア政策の実施――1987年以前
ある政策が他の政策と単に似通っているだけではなく移転されたものであることをどのように証明するのかが問題となるが、本報告ではDolowitzの提唱する「政策移転（Policy Transfer）」という分析枠組みに着目する（Dolowitz 1997: 23-4）。そこでは政策決定者が、どのような条件に規定されて政策を実施したのか、また移転前に対象のモデルについてどの程の度の情報・関心を持っていたのか、などによって政策移転が行われたかどうかが判断される
。

表1　長期失業　1979年－1990年
　　　　　　　　　　　　　　1979年7月　1983年7月　1987年7月　1988年7月　1990年1月
　

失業率　　　　　　　　　　　　4.0　　　　 10.6         10.0          8.0          5.7
1年以上失業している者の

全失業に占める割合（％）　　 24.6　　　　 36.5         42.6         40.8         34.2
　　　　　　　　　　　（出典　Robinson 1991: 12, Table 1.3.）
1979年に政権に就いたサッチャーは、政府の役割の縮小・民間活力の活性化を目標に掲げ、インフレ抑制を重視して公共支出の削減を行った。また完全雇用の実現を破棄し、労使関係に強権的に介入し労働組合を厳重に規制する一方で、労働市場対策としては低賃金労働者保護規制を緩和していった。その結果インフレ抑制には成功したものの、失業率の上昇にともない失業給付や補足給付が増加し社会保障支出が膨張したため、事後的に失業問題に対処せざるをえなくなった。
　表1は、1979年から1990年にかけての失業率と長期失業の割合を示す。サッチャーが就任した1979以降、失業率は4.0％から約11％まで急増し、失業率の増加に伴い長期失業の割合も約4割まで上昇したが、両者とも1988年以降減少傾向にあった。また失業者数では1979年の約130万人から1986年の約330万人まで増加していた。失業問題への対応が模索されるなかで諸外国の雇用政策・福祉政策が参照され、ワークフェアが移転されるようになったのだった。
1987年以前のサッチャー政権下の主な職業訓練プログラムには「若年層職業訓練制度（Youth Training Scheme: YTS）」があり、主な就労斡旋プログラムにはコミュニティ・プログラム（Community Programme: CP）やリスタート・プログラム（Restart Programme）などがあった。失業者に対する就労斡旋サービスや職業訓練事業の実施・運営は、雇用省の独立機関であり政労使で構成されるマンパワー・サービス委員会（Manpower Services Commission: MSC）が行った。コミュニティ・プログラムやリスタート・プログラムはイギリスにおける初期ワークフェア政策の例としてみなされることも多い。だがこの時期の失業対策の意図は求職中の失業者が職を見つけることを保証しようとすることにあったため、ワークフェアに特徴的な「強制」の要素は比較的少なかった。
1983年に創設された「若年層職業訓練制度（Youth Training Scheme: YTS）」は、18歳未満の若年失業者を対象に最低13週間の職業教育・訓練を含む1年の訓練あるいは就労経験を提供したが、参加は任意であった。1985年以降は毎年約36万人の若年者を国庫負担で企業に派遣し、職場の実地訓練を受けさせたが、その所要経費は毎年約8億から10億ポンドであった（毛利1988: 152）。YTSの経費を含むマンパワー・サービス委員会の予算支出は、1981年の10億ポンドから増加し続け1986年の24億ポンドへと膨張していた（下平1987: 119）。職業訓練プログラム参加者の増加と失業率の低下は、職業訓練プログラムが短期的に失業者を吸収することで失業率の減少に寄与した側面があったことを窺わせる。
コミュニティ・プログラム（Community Programme: CP）は、アメリカの地域就労経験プログラム（Community Work Experience Program: CWEP）をモデルとし、G. Howe大蔵省大臣によってイギリス版CWEPとして公表され1982年に実施された。CWEPは雇用可能な公的扶助受給者に対して地域への奉仕活動を義務付けるものであり、その活動時間は給付金をその地域の最低賃金で除して算出され、アンペイドであったが労働に関連する諸経費は支払われた。これに対してCPは18歳以上の長期失業者に対して地域に貢献する仕事を提供し、参加者には賃金が支払われた。しかし、賃金水準は「相場」に応じて使用者が決定することが認められ、週給89ポンドで上限が定められていたため、平均週給は60ポンド未満であった。またCPへの参加は形式的には「自発的」なものであったが、実際は参加を拒めば1975年社会保障法第20節
が適用され給付金の欠格規定に従わなければならなかった（Dolowitz 1998: 106）。そのため両プログラムは実質的には極めて似通っていた。
また1986年から実施されたリスタート・プログラムは、1年を超える失業者に対して個人面接を行い幾つかの雇用・訓練プログラムの中から１つを選択させ、フルタイム雇用への再就職を促進するものであった。これはアメリカのマサチュセッツ州の雇用訓練選択（Employment and Training Choices: ETC）プログラムとボルチモア州の選択プログラム（Options Program）がモデルになったといわれる。リスタート・プログラムへの参加は「強制的」であり、面接への参加を拒む者は1975年社会保障法第20節が適用されて給付金を減額される恐れがあり、同プログラムはイギリスにおける初期ワークフェア政策とみなされることが多い。だが｢強制｣の度合いは低く、同プログラムは「長期失業者に対する以前のイギリスの政策が連続・拡張・強化したものとして理解され得る」（McLaughlin et. al. 1989: 10）のであり、アメリカをモデルとしつつも過去の政策との連続性が強かった。
だがその後の改正によってリスタート・プログラムは、創設から約6ヶ月後に対象が6ヶ月を超える失業者に拡大され、1986年10月には新たに求職質問表が個人面接に導入され雇用可能かどうか（availability for work）を調査することで失業者数の削減が図られるようになっていった。また同プログラムの導入時に、1986年社会保障法によって給付欠格期間が6週間から13週間に、さらに導入から18ヵ月後には26週間に延長されることで、面接への参加に対する「強制」の度合いは高められることになった。
3-2.　ワークフェア・レポート
当時イギリスでは失業者に対して、拠出条件を満たしている者は国民保険から1年間失業給付（Unemployment Benefit）が支給されていた。また若年（新卒）失業者など拠出条件を満たしていない者や失業給付の期限を経過しても失業中の者には、公的扶助に相当する資力調査付きの補足給付（Supplementary Benefit）から補足手当が支給されていたが、補足給付の支給は無期限であった。サッチャー政権下で失業率が若年者を中心に増加するとともに失業の長期化が進むにつれて、長期失業者に対する補足給付の就労ディスインセンティブ効果が問題視されるようになった。
1980年代には雇用省と社会保障省からの委託を受けて、アメリカ（やスウェーデンなど）のウェルフェア・トゥー・ワーク／ワークフェアについて多数の報告書が作成された。そのなかで最も重要なのが、1985年に調査が開始され1987年に出版されたJ. Burtonによる報告書であった。Dolowitzによれば同報告書は、Financial Timesなどの全国紙で公表されるなど、イギリスの政策決定者が移転前にアメリカのワークフェアについての情報・関心を持っていたことの最たる証であった（Dolowitz 1998: 79-80）
。
ワークフェア・レポートとも呼ばれる同報告書は、雇用省の助成のもとでバッキンガム大学の雇用調査センターが着手し委託したものであった。経済問題研究所（the Institute of Economic Affairs）の調査担当の取締役であったJ. Burtonが主任調査員として調査を引き受けた。同報告書は、スウェーデン・スイス・アメリカの経験を参照しながら、イギリスでワークフェア制度を実施する場合の実現可能性・費用・運営要件について検討／評価したものであった。参照国のなかでもアメリカは特に重視され、南キャロライナ大学のJ. Addison教授が担当して、アメリカのワークフェアの概要が付属文書として報告書の巻末に設けられた。アメリカのワークフェア政策として、1970年代にカリフォルニア州で州知事レーガンによって実施され1980年代には連邦レベルで行われた地域就労経験プログラム（Community Work Experience Program: CWEP）などが紹介された。
同報告書は、長期失業者の問題はワークフェアによって改善可能であるとし、ワークフェアはイギリスで実行可能であり約8億5千万ポンドの追加費用が必要となるものの100万人の人々を長期失業から救い出せると結論付けた。費用の算出は、アメリカのワークフェアプログラムに近いという理由から、前述したイギリスのコミュニティ・プログラムを基準にして行われた。J. Burtonはイギリスがウェルフェア・トゥー・ワーク制度を導入するために必要な以下の14項目を列挙し、注意深く計画・運営すれば費用増加の問題は実質的には緩和できると同報告書を締め括った（Burton 1987: 53-5）。
①給付金・就労斡旋・管理手続きを単一の組織に再統合すること
②失業中の受給者に対するジョブセンターへの強制的な登録の再導入
③長期失業中の受給者に対するワークフェア労働や訓練の提供
④ワークフェア労働の創出はMSC以外にも環境改善プロジェクトに関わる環境省などと連携して担当すること
⑤失業給付要件の厳格化や、雇用可能な長期失業者が斡旋された職を断った際の給付金の自動的削減
⑥ワークフェアプログラムを提供するよう地方自治体や公共団体に法的規制を課すこと
⑦ボランタリー組織の独立性を保つために、ワークフェア労働は基本的に公共セクターが担うこと
⑧長期失業率の高い地域へのワークフェアの集中を、参加者への交通手当の支給などによって緩和すること
⑨イギリスのワークフェアの対象は大規模であるため実施困難だが、CPやYTSの経験を活かしレーガン政権のように対象範囲を拡大していくことで緩和できる
⑩ワークフェアによる報酬は、特殊技術や管理能力に応じて設定されるべきである
⑪ワークフェアの管理／評価は、MSCだけではなく独立調査機関も担い、報告書を発行して専門家の監視下におき、標本調査に基づく査定により行政コストを最小化すること
⑫アメリカのワークフェア制度は多様であり失敗する場合もあるが実験的な意義を持ち、失敗はプログラム間の比較がなければ発見できないので、ワークフェア労働の創出にはMSCが責任を持つこと
⑬環境改善プロジェクトなどの実験はCPによる就労斡旋の費用を上回るかもしれないので、CP型の活動に民間企業を積極的に参入させて費用の超過分を負担させる必要がある
⑭構想された制度は既存のプログラムが拡大することを前提にしているが、拡大の可能性のあるコミュニティ・ワークや訓練型のプログラム（高齢者介護・コンピュータを用いた学習・ITプロジェクトなど）の実験にMSCが参入する必要がある
すなわち、ワークフェアの導入によって失業に対する給付金と就労斡旋・職業訓練プログラムの連携を強化することで、失業者を斡旋した職に就かせることで失業問題の解決が図られたのだ。ここで留意しなければならないのは、「ワークフェアが提供する仕事を拒絶する者に対する給付金制裁によって、どれくらいの受給者がどこか別の場所で低賃金労働に就くか」（Burton 1987: 53，強調引用者）、それともワークフェアに従事するかによって、ワークフェアの費用は変わると考えられていた点である。すなわち、失業者のうちワークフェアが提供する仕事を忌避して民間の低賃金職に就く者の数が多ければ費用は安価になり、ワークフェアに従事せざるをえない者が多ければ費用は高くなるとみなされたのであった。
3-3.　ワークフェア政策の移転――1988年以後
　1988年以降の社会保障法と雇用法の改革によって、より「強制的な」ワークフェア政策が実施されることになった。1986年社会保障法によって資力調査つき給付の簡素化が行われ、公的扶助に相当する複雑な補足給付（Supplementary Benefit）に代わって、所得補助（Income Support）が導入された。所得補助は1988年から実施されたが、1988年社会保障法第4節により18歳未満（義務教育が16歳までなので16～17歳）の若年失業者は所得補助の対象外となった。他方で18歳未満の若年失業者に実施されていた若年者訓練制度（Youth Training Scheme: YTS）によって、参加者には所得補助と同水準の手当てが支給された。そのため1988年社会保障法第4節と若年者訓練制度（YTS）が組み合わされることによって（Dolowitz 1998: 155）、18歳未満の若年失業者に対しては給付金支給の条件として訓練プログラムへの参加が義務付けられたといえる。

また1988年雇用法によって失業者は雇用・職業訓練プログラム（例えばリスタート・プログラム）への参加を義務付けられたが、1975年社会保障法第20節と1986年社会保障法による給付欠格期間の延長規定により、正当な理由なく参加を拒否した場合には失業給付や所得補助を最長26週間停止されることになった。
さらに1989年社会保障法によって、失業に対する給付金の受給資格要件として積極的に求職活動を行っていることを失業者本人が証明することが義務付けられた。同法10節によって積極的求職規定が設けられたのだが、これは「自発的な」失業者による給付詐欺を防ぐことが狙いであった。また同法11節では受給資格要件と就労状況が結び付けられ、新たに失業給付を申請する場合はそれに先立って最低13～26週間就労していることが求められるようになった。加えて1975年社会保障法では受給者は「適切な雇用」でない場合や「正当な理由」があれば提供される雇用を拒絶することができたが、1989年社会保障法では「適切な雇用」が単に「雇用」に置き換えられ、「正当な理由」を判断する裁量も政府に与えられることになった。そのため受給者が最長13週間の受給後も給付金を受給するためには、毎週積極的な求職活動を行っていることを証明し、雇用サービスプログラムや再就職プログラムで斡旋される仕事がどのような賃金や労働条件であっても受け入れなければならなくなった（Dolowitz 1998: 171）。1989年社会保障法はイギリスでアメリカ型のワークフェアが実施される契機になったといえるであろう。
これら参加を義務付けられた就労斡旋・訓練プログラムのうちリスタート・プログラは、以前から強制的な要素を有していたため積極的に利用された。1990年の所得補助の改正によって、リスタート・プログラム参加者が個人面接で4回にわたって政府の斡旋する雇用や訓練プログラムへの参加を拒めば、2年以上給付金を受給している者に対してはリスタート・コース（Restart Course）に参加することが義務付けられるようになった。リスタート・コースはリスタート・プログラムのうち18歳以上を対象とするプログラムであったが、参加を拒めばコースの継続期間を超えない範囲で所得補助の給付額の40％までを削減される恐れがあった。
その後サッチャー政権の方針を踏襲するメージャー政権のもとで、1995年には求職者法（Jobseeker's Act）が制定され、失業者には従来の失業給付と所得補助に代わって求職者手当（Jobseeker's Allowance）が支給されることになり、1996年から実施された。他方で所得補助の給付は雇用能力のない者などに限定されることになった。求職者手当は2種類あり、保険料拠出要件を満たす者には最初の6ヶ月間資力調査なしの拠出制求職者手当 （Contribution-based JSA）が、6ヶ月を超えて失業が継続した者および保険料の拠出要件を満たさない者には、資力調査付きの所得調査制求職者手当（Income- based JSA）が支給された。
3-4.　ワークフェアの変容
1987年以前のサッチャー政権下で行われた失業対策は、第1節で確認したように、雇用・職業訓練プログラムによって求職中の失業者が職を見つけることを保証すること意図していたため、実施された政策はアメリカをモデルとしながらも強制的な要素は弱かった。しかし、依然として失業率は高く、職業訓練プログラムへの参加者は増加し雇用・職業訓練プログラムの費用が膨張する一方で、失業給付や補足給付の増加により社会保障支出も膨張していた。そのため長期失業者に対する補足給付の就労ディスインセンティブ効果が問題視されるなかでワークフェア・レポートが提出された。第2節で明らかにしたように、ワークフェアの強制的な要素（給付金の削減や停止）によって失業者を民間の職に就かせることが可能であると認識されていた。実際第3節で概観したように、雇用政策・福祉政策の連携が進展するなかで1988年以降ワークフェアは強制的な要素を強め、失業対策の意図は「自発的な」失業者による給付詐欺を防ぐことに重点を置くようになった。以上から1988年以降、事後的に失業に対処せざるをえなくなったサッチャー政権下の雇用政策・福祉政策の意図が変化していたと考えられる。
サッチャー政権下での改革が再商品化政策のもとで「低賃金雇用の自由化」を意図していたならば（阪野2002: 156）、ワークフェア政策の移転動機は「自発的な」長期失業者を低賃金労働者に組み替えることにあったのではないだろうか。失業問題を解決するとみなされたワークフェアの導入にはコストがかかることが予想され、社会保障支出の削減を求めるサッチャー政権の意図に反していた。長期失業問題の解決と社会保障支出の抑制を同時に達成するためには、ワークフェアの強制的な要素を強めるとともにプログラムを失業者が忌避するようなものにすることによって、「自発的な」長期失業者を低賃金労働に就かせる必要があったといえる。
　サッチャー政権下では政府の役割の縮小・民間活力の活性化が目標に掲げられ、柔軟な労働市場いわゆるフレキシブルな労働市場の実現が目指された結果、労働力が削減され生産性上昇と過剰労働力の排除が行われ失業者が増加したのだった。だが事後的な失業対策で意図されたのも「低賃金雇用の自由化」すなわちフレキシビリティの実であった。ここには、「フレキシビリティ実現過程の生産性上昇から生まれてきた失業者を、フレキシビリティの実現を通じて解決しようとする」フレキシビリティ概念の内在的な論理矛盾がある。この矛盾を解決する方法は2つあって、フレキシビリティの実現によって競争力を回復しその結果高まった収益で企業投資の拡大・雇用の増加を図る場合と、解雇と雇用をより頻繁に繰り返し労働力をより一層流動化する場合である。後者の場合には、雇用者にとっては雇用不安を生じさせるので、雇用者側・労働力組合の力量が弱体化するか、労働組合の雇用主に対する協力関係が存在することが必要条件となる（櫻井2002: 272-3）。サッチャー政権では、政府が労使関係に強権的に介入し労働組合を厳重に規制する一方で、労働市場対策としては低賃金労働者保護規制が緩和されたのであり、解雇と雇用をより頻繁に繰り返すことで失業問題の解決が図られたといえる。
4.　結びにかえて
　1997年に発足したブレア労働党政権は、ギデンズの説く「第三の道」を政策の基調として「社会的公正と経済的繁栄の両立」を掲げて改革を推進してきた。福祉改革の中心に位置づけられているニューディール政策では、若年失業者、長期失業者、ひとり親世帯などを対象に就労促進プログラムが実施されている。サッチャー・メージャー政権との連続性が指摘されるなかで、ブレアのニュー・レーバーによるウェルフェア・トゥー・ワーク（welfare-to-work）と呼ばれる福祉改革がワークフェアであるかどうかが議論となっている
。
　Deaconはアメリカの福祉改革がニュー・レーバーに与えた影響を分析するうえで、アメリカとイギリスの相違点として、社会保障制度、国家形態、シングルマザーへの世論、人種問題の4点を挙げている（Deacon 2000: 6-8）。第一に、アメリカでは公的扶助と社会保険が明確に区別されていて、福祉とはAFDCやTANFといった公的扶助を意味したため、福祉改革の対象はAFDC／TANF受給者となった。これに対してイギリスでは資力調査付きの社会扶助の対象がより普遍的であり、福祉についての議論と社会保障についての議論は明確に区別することができないため、福祉費用とそれが家族や労働市場に与える効果はともに議論されてきた。第二に、アメリカ政府が連邦制度をとっているのに対してイギリスは強力な中央主権的政府であるため、イギリスの論者はアメリカの州や地方の様々な個別プロジェクトを普遍化させる傾向が強かった。第三に、アメリカではシングルマザーは働くべきであるとみなされるため公的扶助を受給していても就労が要請されるが、イギリスでは児童の利益の観点からシングルマザーの就労要請には反対意見が多い。第四に、福祉についての議論でイギリスに比べてアメリカでは人種問題が争点となっている。
以上の4点から窺えるのは、各国・各地域には固有の制度・文化・文脈があり、それに応じてワークフェアをめぐる議論や実施されるプログラムの内容も多様であるということだ。にもかかわらずワークフェアは脱文脈された方法論としてそのエッセンスが注目されるため、普遍的に制度適合なものとして移転される（Peck and Theodore 2001: 432）。そのためウェルフェア・トゥー・ワークとワークフェアを比較する際には、ブレア政権とサッチャー政権の連続・非連続性に加えて、アメリカからの政策移転過程に留意しなければならない。本報告で明らかにしたように、ワークフェアがイギリスに移転されたのはサッチャー政権下であったが、ワークフェアは当初の意図を達成できなかった場合に強制的なものに変容する傾向がある。サッチャー政権ではインフレ抑制を重視し失業対策は事後的なものであったが、ブレア政権は貧困を社会的排除として捉え直し社会的包摂アプローチのもとで明確な意図を持って積極的労働市場政策を展開している。社会的包摂アプローチは多次元に渡る概念であるが、積極的労働市場政策のもとでも労働市場のフレキシビリティは依然として重要な要素である。そのため雇用政策・福祉政策によって目指されるのがどのような労働であるのか、またそれが政策展開のなかでどのように変化するのかに留意しなければならない。このような観点からブレア政権のもとでのワークフェア政策を分析することが今後の課題である。
注




� FAPは稼働所得のない家族には一定額の給付を行い、稼働所得のある家族の給付額は計算の際に年間稼働所得の最初の720ドルとそれを超える額の50％が控除して削減するというものであった。ニクソンの福祉改革案については就労要請の観点から同案を検討したものとして、小林（2006）を参照せよ。


� もちろん政策移転が行われたかどうかを全か無か（all-or-nothing）で検討するだけでは不十分であり、政策決定者が政策を移転する動機の変化を長期的に考察する必要がある。なぜなら移転後の政策展開によって移転動機は自発的なものと強制的なものの間で推移し、それがその後の政策移転過程に影響を及ぼすからである。政策移転の分析枠組みの詳細は、Dolowitz(2000: 9-37)を参照せよ。


� 1975年社会保障法20節(1)(b)では、正当な理由なしに、適切な雇用の斡旋を断った場合には、失業給付の受給資格を喪失するかもしれない、と規定されていた。


� 報告書の他にも、新聞や雑誌、テレビ、協議会、派遣団による訪米、議会などの資料を用いて、政策決定者がアメリカのワークフェアについて関心・情報を持っていたことが詳細に証明されている（Dolowitz 1998: 76-85）。


� ニューディール政策の詳細については、大山（2005: 11-4）を参照せよ。
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